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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第89期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 
第88期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第89期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第88期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年 
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円） 1,928,177 1,055,188 6,286,996 

経常利益（百万円） 41,409 9,409 98,396 

四半期（当期）純利益（百万円） 18,863 2,667 40,224 

純資産額（百万円） 662,345 612,969 586,996 

総資産額（百万円） 2,711,086 2,049,266 2,130,089 

１株当たり純資産額（円） 1,724.59 1,581.89 1,515.64 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
53.74 7.62 114.73 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
53.71 － 114.72 

自己資本比率（％） 22.33 27.04 24.92 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
2,255 26,862 123,760 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△9,539 △14,020 △54,827 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△8,861 △100,916 4,614 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
165,078 162,489 242,530 

従業員数（人） 27,683 29,355 27,909 
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２【事業の内容】 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員等は除いており

ます。）は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり

ます。 

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 29,355 (2,656) 

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,606   
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第２【事業の状況】 

１【仕入、成約及び売上の状況】 

(1）仕入の状況 

 仕入高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

(2）成約の状況 

 成約高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

(3）売上の状況 

 「第２ 事業の状況 ４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」及び「第５ 経理の状

況」におけるセグメント情報を参照してください。 

２【事業等のリスク】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間における世界経済は、４月以降、各国の景気刺激策や金融不安の緩和により、景気

底入れの兆しが見えたものの、先進国を中心に悪化傾向が続きました。一方、わが国経済は、在庫調整が一巡

し、景気の更なる落ち込みには歯止めがかかったものの、輸出や生産・設備投資の落ち込み、消費の減退で景気

低迷が続きました。 

  

このような環境のもと、豊田通商グループの当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同四半期連結会計期間

を8,730億円（45.3％）下回る１兆551億円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①金属  

鉄鋼分野では、在庫削減及び物流効率化によるコスト削減に努めました。鉄鋼原料分野では、英国と北海道の

鉄スクラップ加工会社が本格稼動しました。非鉄金属分野では、引き続きレアアースを中心とした資源開発に注

力しました。しかしながら、急激な自動車メーカーの減産と市況の下落の影響を受け、売上高は前年同四半期連

結会計期間を3,024億円（50.3％）下回る2,993億円となりました。 

②機械・エレクトロニクス  

機械分野では、㈱豊通マシナリーを設立し、営業力を強化しました。建設機械分野では、欧米での販売強化、

新興国市場開拓を目指し、小型建機の専門メーカーである㈱竹内製作所に資本参加しました。自動車生産用部品

分野では、自動車メーカーの減産と在庫調整の影響を受け、部品販売が減少しました。これらの結果、売上高は

前年同四半期連結会計期間を1,538億円（38.9％）下回る2,411億円となりました。 

③自動車  

既存事業体の顧客対応やサービスなどの経営品質の強化・改善に努めました。しかしながら、世界的な景気減

退に伴い、自動車販売が低迷し、取り扱いが減少しました。これらの結果、売上高は前年同四半期連結会計期間

を1,150億円（47.5％）下回る1,271億円となりました。 

④エネルギー・化学品  

化学品合成樹脂分野では、事業領域、情報収集力の拡大に伴う積極的な海外展開を図るため関係会社３社を統

合し、豊通ケミプラス㈱を設立しました。また、高機能プラスチックの現地調達ニーズに対応するため、米国に

コンパウンド事業会社を設立し、工場建設に着工しました。しかしながら、急激な自動車メーカーの減産と市況

の下落の影響を受け、売上高は前年同四半期連結会計期間を2,363億円（50.8％）下回る2,285億円となりまし

た。 

⑤食料  

穀物分野では、穀物資源の安定調達の一環として、南米からアジア市場へ大豆・トウモロコシを新規成約し、

海外市場の開拓を図りました。食品分野では、引き続き、食の安全体制をより強固なものにすべく海外サプライ

ヤーの監査を行いました。しかしながら、市況の下落の影響を受け、売上高は前年同四半期連結会計期間を244

億円（23.5％）下回る793億円となりました。 

⑥生活産業・資材  

自動車資材分野では、トヨタ紡織㈱、㈱川島織物セルコンとの３社で、輸送機器用内装材事業の統合について

協議を進め、それぞれの強みを生かし、業界における世界トップレベルを目指す新会社を設立することの基本合

意をしました。しかしながら、自動車メーカーの減産の影響もあり、売上高は前年同四半期連結会計期間を261

億円（30.1％）下回る608億円となりました。 

利益につきましては、営業利益は売上高の減少等により74億10百万円となり、前年同四半期連結会計期間

（357億47百万円）を283億37百万円（79.3％）下回りました。経常利益は94億９百万円となり、前年同四半期連

結会計期間（414億９百万円）を320億円（77.3％）下回りました。その結果、税引後の四半期純利益は、前年同

四半期連結会計期間（188億63百万円）を161億96百万円（85.9％）下回る26億67百万円となりました。 
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

金属、機械・エレクトロニクス、エネルギー・化学品の取扱高減少等により、売上高は前年同四半期連結会計

期間を5,952億円（46.5％）下回る6,856億円となりました。 

②アジア・オセアニア 

アジアの現地法人の取扱高減少等により、売上高は前年同四半期連結会計期間を1,216億円（37.5％）下回る

2,023億円となりました。 

③北米 

米国の現地法人の取扱高減少等により、売上高は前年同四半期連結会計期間を833億円（53.8％）下回る716億

円となりました。 

④欧州 

欧州の自動車販売会社及び現地法人の取扱高減少等により、売上高は前年同四半期連結会計期間を551億円

（46.1％）下回る644億円となりました。 

⑤その他の地域 

アフリカの自動車販売会社及び現地法人の取扱高減少等により、売上高は前年同四半期連結会計期間を179億

円（36.5％）下回る310億円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による増加、

投資活動及び財務活動による減少等により、当第１四半期連結会計期間末残高は1,624億89百万円となり、前連

結会計年度末より800億41百万円の減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において、営業活動による資金の増加は268億62百万円（前年同四半期連結会計期

間比246億７百万円増加）となりました。これはたな卸資産の減少等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において、投資活動による資金の減少は140億20百万円（前年同四半期連結会計期

間比44億81百万円減少）となりました。これは有形固定資産の取得及び投資有価証券の取得等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において、財務活動による資金の減少は1,009億16百万円（前年同四半期連結会計

期間比920億55百万円減少）となりました。これは有利子負債の返済等によるものです。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により 

    発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,000,000,000 

計 1,000,000,000 

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 354,056,516 同左 

東京証券取引所 

市場第一部 

名古屋証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株

式であり権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

的な株式であ

ります。単元

株式数は100株

であります。 

計 354,056,516 同左 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月24日定時株主総会決議 

 （注1） 新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使、な

らびに当社第80回定時株主総会決議に基づき当社が取得した自己株式の当該総会決議に基づくストック・オプ

ションの行使による権利者への譲渡を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額

は適切に調整されるものとする。 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 542 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 542,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注1)１株当たり 1,915 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月１日 

至 平成21年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,915 

資本組入額  958 

新株予約権の行使の条件 

1)新株予約権の権利行使は１個単位とする。 

2)新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いて、当社もしくは当社関係会社の取締役もしくは

従業員たる地位にあるか、または地位を失った日か

ら１年６か月を経過していないことを要する。ただ

し、当社取締役を退任後ただちに当社執行役員に就

任する場合及び当社執行役員を退任後ただちに当社

取締役に就任する場合は、退任にあたらないものと

する。 

3)新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行

使できないものとする。 

4)その他の権利行使の条件は、「平成17年度新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年６月27日定時株主総会決議 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 6,520 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 652,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注2)１株当たり 2,805 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月１日 

至 平成22年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,805 

資本組入額は会社計算規則第40条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り上げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 

1)新株予約権の権利行使は１個単位とする。 

2)新株予約権者は、権利行使時において、新株予約権

の割当てを受けた時点に在籍していた会社における

取締役、執行役員または従業員等の地位にあること

を要す。ただし、新株予約権者が退任または退職等

により、その地位を失った日から１年６か月に限

り、新株予約権を行使することができる。 

3)新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行

使できないものとする。 

4)その他の権利行使の条件は、「平成18年度新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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平成19年６月26日定時株主総会決議 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 9,900 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 990,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注2)１株当たり 3,148 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年８月１日 

至 平成25年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  3,148 

資本組入額は会社計算規則第40条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り上げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 

1)新株予約権の権利行使は１個単位とする。 

2)新株予約権者は、権利行使時において、新株予約権

の割当てを受けた時点に在籍していた会社における

取締役、執行役員または従業員等の地位にあること

を要す。ただし、新株予約権者が退任または退職等

により、その地位を失った日から１年６か月に限

り、新株予約権を行使することができる。 

3)新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行

使できないものとする。 

4)その他の権利行使の条件は、「平成19年度新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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平成20年６月25日定時株主総会決議 

 （注2） 新株予約権の割当日後、当社が普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また新株予約権の割当日後に、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行わない。 

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式の数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また「１株当た

りの払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

上記のほか、新株予約権の割当日後に、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主

への配当を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な

範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 10,120 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,012,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注2)１株当たり 2,417 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年８月１日 

至 平成26年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,417 

資本組入額は会社計算規則第40条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切

り上げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 

1)新株予約権の権利行使は１個単位とする。 

2)新株予約権者は、権利行使時において、新株予約権

の割当てを受けた時点に在籍していた会社における

取締役、執行役員または従業員等の地位にあること

を要す。ただし、新株予約権者が退任または退職等

により、その地位を失った日から１年６か月に限

り、新株予約権を行使することができる。 

3)新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行

使できないものとする。 

4)その他の権利行使の条件は、「平成20年度新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割（または株式併合）の比率 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

（６）【議決権の状況】 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。   

  

   ①【発行済株式】 

 (注) １．「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の株式が58株含まれております。 

３．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有してない株式が69株あります。なお、当該株式数

は「単元未満株式」の欄に含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
－ 354,056 － 64,936 － 154,367 

平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

3,763,700 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準的な株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

348,647,000 
3,486,470 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,645,816 
－ 同上 

発行済株式総数 354,056,516 － － 

総株主の議決権 － 3,486,470 － 
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②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

  

平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

豊田通商㈱ 
名古屋市中村区名駅

４丁目９番８号 
3,530,800 － 3,530,800 1.00 

日本合成洗剤㈱ 
大阪府八尾市跡部南

の町２丁目２番４号 
19,900 － 19,900 0.00 

クレードル食品㈱ 
北海道網走郡美幌町

字稲美164番地 
6,800 － 6,800 0.00 

播州調味料㈱ 
兵庫県姫路市野里

948番地 
3,400 － 3,400 0.00 

KPX Holdings Co.,Ltd. Seoul, Korea 202,800 － 202,800 0.06 

計 － 3,763,700 － 3,763,700 1.06 

月別 平成21年４月 平成21年５月 平成21年６月 

最高（円） 1,318 1,336 1,530 

最低（円） 963 1,171 1,318 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 162,496 242,537

受取手形及び売掛金 705,696 690,646

たな卸資産 ※1  388,473 ※1  426,391

その他 103,399 109,693

貸倒引当金 △8,917 △9,141

流動資産合計 1,351,148 1,460,128

固定資産   

有形固定資産 ※2  244,642 ※2  224,733

無形固定資産   

のれん 99,743 103,423

その他 15,745 15,056

無形固定資産合計 115,488 118,479

投資その他の資産   

投資有価証券 253,686 233,388

その他 104,528 113,335

貸倒引当金 △20,227 △19,975

投資その他の資産合計 337,987 326,747

固定資産合計 698,117 669,961

資産合計 2,049,266 2,130,089
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 498,681 492,678

短期借入金 268,437 331,064

未払法人税等 9,504 12,943

引当金 317 696

その他 159,245 207,706

流動負債合計 936,185 1,045,088

固定負債   

社債 95,000 95,000

長期借入金 352,943 350,008

引当金 20,497 20,277

その他 31,669 32,718

固定負債合計 500,110 498,004

負債合計 1,436,296 1,543,092

純資産の部   

株主資本   

資本金 64,936 64,936

資本剰余金 154,367 154,367

利益剰余金 364,203 365,130

自己株式 △6,753 △6,749

株主資本合計 576,753 577,685

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15,164 2,147

繰延ヘッジ損益 448 △2,300

為替換算調整勘定 △38,244 △46,613

評価・換算差額等合計 △22,632 △46,766

新株予約権 1,211 1,089

少数株主持分 57,636 54,988

純資産合計 612,969 586,996

負債純資産合計 2,049,266 2,130,089
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 1,928,177 1,055,188

売上原価 1,830,134 992,166

売上総利益 98,043 63,022

販売費及び一般管理費 ※  62,295 ※  55,612

営業利益 35,747 7,410

営業外収益   

受取利息 1,287 799

受取配当金 4,425 4,493

持分法による投資利益 3,590 836

雑収入 3,640 2,193

営業外収益合計 12,944 8,322

営業外費用   

支払利息 4,613 3,764

雑支出 2,668 2,559

営業外費用合計 7,282 6,323

経常利益 41,409 9,409

特別利益   

固定資産売却益 104 96

投資有価証券及び出資金売却益 84 107

貸倒引当金戻入額 2,551 29

持分変動利益 － 1,229

特別利益合計 2,740 1,463

特別損失   

固定資産処分損 171 192

減損損失 595 －

投資有価証券及び出資金売却損 4 172

投資有価証券及び出資金評価損 35 243

関係会社整理損 28 －

事業撤退損失引当金繰入額 471 －

その他 14 11

特別損失合計 1,320 619

税金等調整前四半期純利益 42,829 10,253

法人税等 21,066 6,802

少数株主利益 2,899 783

四半期純利益 18,863 2,667
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 42,829 10,253

減価償却費 7,329 7,213

のれん償却額 3,878 3,741

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,411 205

受取利息及び受取配当金 △5,713 △5,293

支払利息 4,613 3,764

持分法による投資損益（△は益） △3,590 △836

売上債権の増減額（△は増加） △23,498 4,432

たな卸資産の増減額（△は増加） △22,035 48,116

仕入債務の増減額（△は減少） △763 △8,895

その他 11,087 △31,406

小計 11,724 31,295

利息及び配当金の受取額 6,981 6,838

利息の支払額 △5,179 △3,548

法人税等の支払額 △11,271 △7,722

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,255 26,862

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △11,094 △9,494

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,004 417

投資有価証券及び出資金の取得による支出 △4,884 △6,795

投資有価証券及び出資金の売却等による収入 1,851 1,195

貸付けによる支出 △3,103 △1,841

貸付金の回収による収入 4,450 1,981

その他 236 517

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,539 △14,020

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,671 △92,356

長期借入れによる収入 3,849 4,829

長期借入金の返済による支出 △12,690 △7,280

社債の償還による支出 △200 －

自己株式の取得による支出 △13 △6

配当金の支払額 △5,619 △2,804

少数株主への配当金の支払額 △2,879 △2,095

その他 △978 △1,203

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,861 △100,916

現金及び現金同等物に係る換算差額 261 3,514

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,884 △84,560

現金及び現金同等物の期首残高 174,197 242,530

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 6,765 4,518

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  165,078 ※  162,489
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 当第１四半期連結会計期間より、財務内容の開示をより充実する観点等か

ら、新たに21社を連結の範囲に含めております。一方、前連結会計年度にお

ける連結子会社のうち、２社については、合併により、連結の範囲から除外

しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項の変更 当第１四半期連結会計期間より、財務内容の開示をより充実する観点等か

ら、新たに11社を持分法適用の範囲に含めております。一方、前連結会計年

度に持分法を適用した会社のうち、２社については、連結子会社への異動等

により、持分法適用の範囲から除外しております。 

  

３．会計処理基準に関する事項の変更 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準の変更 

在外子会社等の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より期中平均相

場により円貨に換算する方法に変更しております。 

この変更は、在外子会社等の重要性に鑑み、一時的な為替相場の変動による

期間損益への影響を平均化し、会計期間を通じて発生する損益をより適切に

連結財務諸表に反映させるために行ったものであります。 

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、売上高は3,362百万

円、営業利益は63百万円、経常利益は31百万円、税金等調整前四半期純利益

は32百万円それぞれ減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

  

２．棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省

略しております。 

  

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用しております。 

  

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ たな卸資産の内訳は次の通りであります。 

商品及び製品 372,324百万円

仕掛品 2,552 

原材料及び貯蔵品 13,595 

計 388,473百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  186,872百万円

※１ たな卸資産の内訳は次の通りであります。 

商品及び製品  406,575百万円

仕掛品 2,529 

原材料及び貯蔵品 17,287 

計  426,391百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  175,812百万円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

の通りであります。 

給料及び手当          25,836百万円 

貸倒引当金繰入額         159百万円 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

の通りであります。 

給料及び手当          24,244百万円 

貸倒引当金繰入額         235百万円 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 165,086百万円

現金及び預金勘定のうち預入期間
が３ヶ月を超えるもの 

△8百万円

現金及び現金同等物 165,078百万円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 162,496百万円

現金及び預金勘定のうち預入期間
が３ヶ月を超えるもの 

△7百万円

現金及び現金同等物 162,489百万円
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（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式         354,056千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式           3,765千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高    親会社  1,211百万円 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

５．株主資本の金額の著しい変動 

株主資本の金額が、利益剰余金の配当により変動しております。４．配当に関する事項をご参照下さい。 

  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 2,804 8 平成21年３月31日 平成21年６月25日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法：事業区分は、商品の種類・性質により区分しております。 

２．各事業の主な取扱商品及び事業内容 

(1) 金属事業       ：普通鋼、特殊鋼、建設鋼材、非鉄金属地金、貴金属地金、軽圧品、伸銅品、鉄

くず、非鉄金属くず、合金鉄、銑鉄、使用済み自動車・廃触媒を主要取扱品目

として、加工・製造・処理・販売他を行っております。 

(2）機械・ 

エレクトロニクス事業：工作機械、産業機械、繊維機械、試験計測機器、環境設備、情報通信機器、電

子デバイス、半導体、自動車組込ソフト開発、電子装置、ネットワーク構築・

運営、パソコン・周辺機器及び各種ソフトウェア、自動車用構成部品、産業車

輌、建設機械、ＩＴＳ（インテリジェント トランスポート システムズ）機

器を主要取扱品目として、販売・サービス他を行っております。 

(3）自動車事業      ：乗用車、商用車、軽四輪自動車、二輪車、トラック、バス、車両部品を主要取

扱品目として、販売・サービス他を行っております。 

(4）エネルギー・ 

化学品事業     ：石油製品、液化石油ガス、石炭、原油、石油・天然ガス製品、エネルギー・電

力供給事業、プラント、石油化学製品、有機化学品、精密・無機化学品、高機

能特殊化学品、油脂化学製品、合成樹脂、添加剤、天然ゴム、合成ゴムを主要

取扱品目として、加工・製造・販売・サービス他を行っております。 

(5）食料事業       ：飼料原料、穀物、加工食品、食品原料、農水畜産物、酒類を主要取扱品目とし

て、製造・加工・販売・サービス他を行っております。 

(6）生活産業・ 

資材事業      ：マンション・商業ビル施設、建築・土木資材、住宅資材、家具、繊維原料、衣

料品、インテリア製品、寝装用品、繊維製品、繊維資材、宝飾品、自動車内装

用資材・部品、包装資材、紙・パルプ、損害保険・生命保険、可視光応答型光

触媒、シニアビジネス関連商品を主要取扱品目として、販売・サービス他を行

っております。 

(7）その他事業       ：経理、財務、人事、総務、物流サービス、コンピュータ運営・管理等の業務を

行っております。 

 
金属 

（百万円）

機械・エ
レクトロ
ニクス 
（百万円） 

自動車 
（百万円）

エネルギ
ー・化学
品 
（百万円）

食料 
（百万円）

生活産
業・資材 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円）

売上高                    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
601,764 394,913 242,184 464,817 103,733 86,992 33,771 1,928,177 － 1,928,177

(2）セグメント間の 

内部売上高 
128 2,396 2 596 34 597 1,176 4,931 (4,931) －

計 601,893 397,309 242,186 465,414 103,767 87,589 34,948 1,933,109 (4,931) 1,928,177

営業利益 11,759 7,320 10,712 1,997 2,010 1,586 361 35,747 － 35,747

 
金属 

（百万円）

機械・エ
レクトロ
ニクス 
（百万円） 

自動車 
（百万円）

エネルギ
ー・化学
品 
（百万円）

食料 
（百万円）

生活産
業・資材 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円）

売上高                    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
299,374 241,154 127,175 228,582 79,373 60,831 18,697 1,055,188 － 1,055,188

(2）セグメント間の 

内部売上高 
100 2,428 2 318 28 140 1,689 4,708 (4,708) －

計 299,475 243,582 127,178 228,901 79,401 60,971 20,386 1,059,897 (4,708) 1,055,188

営業利益又は損失(△) 532 1,194 2,875 △232 2,615 793 △368 7,410 － 7,410
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３．会計処理の方法の変更 

 前第１四半期連結累計期間 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益は金属事業で

196百万円、機械・エレクトロニクス事業で406百万円、エネルギー・化学品事業で７百万円、食料事業で

141百万円、生活産業・資材事業で７百万円それぞれ減少しております。 

 当第１四半期連結累計期間 

 （重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準の変更） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．に記載のとおり、在外子会社等の

収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当第１四半期

連結会計期間より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更により、従来の方

法によった場合と比較して、売上高は金属事業で652百万円、機械・エレクトロニクス事業で1,493百万円、

自動車事業で1,527百万円のそれぞれ減少、エネルギー・化学品事業で169百万円、食料事業で367百万円の

それぞれ増加、生活産業・資材事業で92百万円、その他事業で133百万円のそれぞれ減少となっておりま

す。また、営業利益は金属事業で17百万円、機械・エレクトロニクス事業で４百万円、自動車事業で29百万

円、エネルギー・化学品事業で18百万円のそれぞれ減少、食料事業で14百万円の増加、生活産業・資材事業

で３百万円、その他事業で４百万円のそれぞれ減少となっております。 
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【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア・オセアニア：中国・台湾・シンガポール・タイ 

(2）北米：米国 

(3）欧州：英国・ベルギー・ロシア 

(4）その他の地域：アフリカ・中南米 

３．会計処理の方法の変更 

 前第１四半期連結累計期間 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業利益が

760百万円減少しております。 

 当第１四半期連結累計期間 

 （重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準の変更） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．に記載のとおり、在外子会社等の

収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当第１四半期

連結会計期間より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更により、従来の方

法によった場合と比較して、売上高は「アジア・オセアニア」で1,840百万円の減少、「北米」で1,329百万

円の増加、「欧州」で2,238百万円、「その他の地域」で612百万円のそれぞれ減少となっております。ま

た、営業利益は「アジア・オセアニア」で45百万円の減少、「北米」で13百万円の増加、「欧州」で４百万

円、「その他の地域」で27百万円のそれぞれ減少となっております。 

  

 
日本 

（百万円） 

アジア・オ
セアニア 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

その他の地
域(百万円) 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）外部顧客に対する 

売上高 
1,280,823 323,955 154,940 119,548 48,910 1,928,177 － 1,928,177

(2）セグメント間の 

内部売上高 
166,402 34,564 37,468 4,251 1,075 243,762 (243,762) －

計 1,447,225 358,519 192,408 123,799 49,986 2,171,939 (243,762) 1,928,177

営業利益 12,318 9,127 5,290 3,803 5,207 35,747 － 35,747

 
日本 

（百万円） 

アジア・オ
セアニア 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

その他の地
域(百万円) 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）外部顧客に対する 

売上高 
685,694 202,347 71,627 64,473 31,045 1,055,188 － 1,055,188

(2）セグメント間の 

内部売上高 
85,740 10,100 27,521 828 415 124,606 (124,606) －

計 771,435 212,447 99,149 65,302 31,460 1,179,795 (124,606) 1,055,188

営業利益 818 3,232 1,021 244 2,156 7,474 (64) 7,410
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【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア・オセアニア：中国・台湾・シンガポール・タイ 

(2）北米：米国 

(3）欧州：英国・ベルギー・ロシア 

(4）その他の地域：アフリカ・中南米 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（有価証券関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 
アジア・オセ
アニア 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 547,266 134,314 133,344 114,955 929,880 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         1,928,177 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
28.4 7.0 6.9 5.9 48.2 

 
アジア・オセ
アニア 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 345,414 67,371 79,834 75,987 568,607 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         1,055,188 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
32.7 6.4 7.6 7.2 53.9 

  取得原価（百万円） 
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

 株式 83,095 112,575 29,479 

合計 83,095 112,575 29,479 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

２【その他】 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,581.89円 １株当たり純資産額 1,515.64円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 53.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
53.71円  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 7.62円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円） 18,863 2,667 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 18,863 2,667 

期中平均株式数（千株） 351,015 350,292 

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 220 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

― ― 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月８日

豊 田 通 商 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

あ ら た 監 査 法 人 

 
指 定 社 員
業務執行社員  

公認会計士 山 本 房 弘  

 
指 定 社 員
業務執行社員  

公認会計士 小 澤 義 昭 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている豊田通商株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、豊田通商株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                    以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、 

     その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年８月10日

豊 田 通 商 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

あ ら た 監 査 法 人 

 
指 定 社 員
業務執行社員  

公認会計士 山 本 房 弘  

 
指 定 社 員
業務執行社員  

公認会計士 小 澤 義 昭 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている豊田通商株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、豊田通商株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                    以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、 

     その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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